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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本

電気計測器工業会（JEMIMA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工

業規格を改正すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工

業規格である。 

これによって，JIS C 0508-3:2000 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS C 0508 の規格群には，次に示す部編成がある。 
JIS C 0508-1 第 1 部：一般要求事項 

JIS C 0508-2 第 2 部：電気・電子・プログラマブル電子安全関連系に対する要求事項 

JIS C 0508-3 第 3 部：ソフトウェア要求事項 

JIS C 0508-4 第 4 部：用語の定義及び略語 

JIS C 0508-5 第 5 部：安全度水準決定方法の事例（改正予定） 

JIS C 0508-6 第 6 部：第 2 部及び第 3 部の適用指針（改正予定） 

JIS C 0508-7 第 7 部：技術及び手法の概観（改正予定） 
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Functional safety of electrical/electronic/programmable electronic 
safety-related systems-Part 3: Software requirements 

 
序文 

この規格は，2010 年に第 2 版として発行された IEC 61508-3 を基に，技術的内容及び構成を変更するこ

となく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

 

電気及び／又は電子の要素から成るシステムは，その適用分野において，安全機能を果たすために長年

使用してきた。一般に，プログラマブル電子系と呼ばれるコンピュータを用いたシステムは，あらゆる適

用分野で，安全以外の機能を達成するために用いられているが，次第に安全機能の履行にも使用するよう

になった。コンピュータシステムの技術を，効果的かつ安全に活用するためには，意思決定を行うための

安全の考え方に関する十分な手引書が必須である。 

この規格群では，電気・電子・プログラマブル電子（以下，E/E/PE という。）の要素から成るシステム

が，安全機能を履行するための全ての安全ライフサイクル業務に対する包括的な扱い方について規定して

いる。この統一した扱い方は，全ての電気的な安全関連系にわたって，合理的かつ整合性がある技術指針

を展開するためのものである。主な目的の一つは，JIS C 0508（IEC 61508）規格群を基本とした適用分野

の製品規格などの制定を容易にし，促進することである。 

注記 1 JIS C 0508（IEC 61508）規格群を基本とした適用分野の製品規格などの事例を，参考文献（JIS 

C 0511，JIS B 9961 及び IEC 61800-5-2）に示す。 

多くの状況下では，安全性は，幾つかのシステムによって達成し，複数の技術（例 機械，液圧，空気

圧，E/E/PE 技術）に依存している。したがって，いかなる安全対策においても，個々のシステム（例 セ

ンサ，制御機器，アクチュエータ）の要素だけでなく，全システムを構成する全ての安全関連系を考慮し

なければならない。このため，この規格群は，一義的には E/E/PE 安全関連系を対象とするが，更にその他

の技術を基本とした安全関連系を対象とする安全の枠組みも提供する。 

様々な適用分野において，E/E/PE 安全関連系を使用した応用を，多岐にわたり，多様な潜在危険及びリ

スクが存在することによって生じる複雑さに対応するものとして認識している。いかなる適用においても，

要求する安全（達成）手段は，その適用に関わる多数の要因に依存する。この規格群は，包括的であるた

め，今後の適用分野の製品規格などの制定版及び既存規格の改正版において，個々の手段の形成を可能と

する。 

この規格群は，次の特徴をもつ。 

－ 安全機能を遂行するために E/E/PE 系を使用する場合の，最初の概念から，設計，実装，運用及び保全


